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１ 計画の概要 

（１）背景及び目的 

 県では、地すべり等防止法（昭和 33 年３月）に基づき、国土の保全と民生の安定を目的

として、これまでに 38 箇所の農林水産省農村振興局所管の地すべり防止区域を指定し、地

すべり防止工事を実施してきた。 

そのような中、国のインフラ長寿命化計画（行動計画）（平成 26 年８月）において、地す

べり防止施設の防災・減災といった公益的な役割や機能を安定的に発揮させるため、区域の

管理者である県が、地すべり防止施設の長寿命化計画を策定することについて示された。 

 このような状況を踏まえ、県では平成 29 年度から各防止区域における調査に着手し、令

和２年度に全 38 区域の個別施設計画の策定が完了した。この度、これを「岡山県 地すべ

り防止施設 長寿命化計画」としてとりまとめたので公表するものである。 

  

岡山県地すべり指定位置図 
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（２）対象施設と老朽化の状況 

 対象施設は、①地表水排除工（承水路、排水路等）、②地下水排除工（排水ボーリング、

集水井等）、③その他（杭、擁壁等）の３分類に大別され、施設数は下表のとおりである。

また、老朽化の進行状況を円グラフに示す。施設の大半は設置後 30～50 年が経過しており、

老朽化が進行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の基本方針 

 地すべり防止施設の長寿命化計画を策定するに当たっては、国から示された「地すべり防止

施設の個別施設計画（長寿命化計画）策定の手引きＨ29.3 月」（以下、「手引き」という。）に

基づき、以下のような基本方針を採用する。 
 

（１） 管理手法 

地すべり防止施設のメンテナンスは、これまで実績が少ないこともあり、その劣化特性

については、十分なデータが揃っておらず、劣化予測が困難な状況にある。 

 そのようなことから、当面は、「事後保全型管理」（施設の不具合が発見された後、必要

な機能水準に修復させる保全）を基本とするが、今後、機能診断データを蓄積して、将来

的には「予防保全型管理」（施設の機能低下によって目標管理水準以下にならないように行

う保全）を目指す。 
 

（２） 計画期間 

計画期間は、手引きに従い 10 年間とする。 
           劣化予測         予防保全型維持管理 
           （劣化曲線） 
 
 
       健                           目標管理水準 
                                            将来的に 

全                                    引き上げを   
                  事後保全型維持管理             検討する   

度                           限界管理水準 
  
          経 過 年 数 
 
 
 

事後保全型管理と予防保全型管理のイメージ 
（出典：地すべり防止施設の機能保全の手引きＨ29.3） 

施設分類毎の施設数 

10年後

施設分類 施設数

地表水排除工(承水路等) 1,034

地下水排除工(排水ボーリング等) 603

その他(杭等) 1,549

計 3,186

10年後

未経過        40 年経過 未経過        40 年経過 未経過        40 年経過 

2021 
年度 

2041 
年度 

2031 
年度 

1,015 
施設 

32％ 
2,171 

施設 
68％ 

1,876 
施設 
59％ 

 1,310 
施設 
41％ 2,353 

施設 
 74％ 

 833 
 施設 
26％ 
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３ 健全度評価 

（１）評価手順 

 ⅰ）機能診断手順 

 機能診断は、下のフロー図に示すとおり、「１：基本情報調査」、「２：日常管理」、「３：

概査」、「４：詳細調査」を段階的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機能診断調査のフロー 
（出典：地すべり防止施設の機能保全の手引きＨ29.3） 
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ⅱ）健全度評価の実施手順 

 健全度の評価は、概査調査（近接目視）の結果を基に、下図の手順により行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全度評価の実施手順 
（出典：地すべり防止施設の機能保全の手引きＨ29.3） 

概査（近接目視点検）で実施すること 

機能に影響する可
能性のある異常の
状態とその分布の
把握

施設周辺に対する
安全性の影響と対
応方針の判断

機能低下につなが
る要因の考察

概査結果に基づい
て判断を行う

①点検項目ごとの変
状レベル 
【判断】 

a 、b、 c、 d 

②施設周辺地盤状況 
【判断】 
(施設の機能低下に
影 響 あ る 変 状 が あ 
るか) 

⑤点検者のコメント 
【考察】 
（総合的な視点でコ
メントする） 

③緊急対応の必要性 
 
【判断】

変状(a,b,c,d) 
↓ 

 
部位(A,B,C,D) 
↓ 

 
施設(ⅰ,ⅱ,ⅲ,ⅳ) 
↓ 

 
施設群(Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ) 
 
の順に評価を機械
的に (一律に)統合
する 
＜3.3 節参照＞ 

【参考】③の判断 
 緊急対応が必要と判断する
場合としては、次のいずれか
に該当する場合とする。 
 1）地すべりの再活動が認め

られる 
 2）災害等で施設が破損して

いる 
 3）施設の損傷等で人的被害

発生が懸念される。 
 
（※健全度とは、分離・独立し
て判断） 

①’施設(群)の健全度  
ⅰ、ⅱ、ⅲ、ⅳ 

 (Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ ) 

④対応の目安 
【判断】 
( 点 検 者 か ら 施 設 
管理者へ伝達事項) 

「①’(群)の健全度」に応じて「④対応の目安」を判断することを原則とする  
ただし、施設周辺地盤状況や工種の特性等を考慮して原則と異なる選択肢を選んでもよい
(理由を明記) 

健全度評価で実施すること(①〜⑤) 

① (①’)  〜 ⑤を施設管理者に伝達 
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ⅲ）健全度と対応の目安 

 対応の目安については健全度に応じて、「問題なし」、「監視」、「軽微な補修」、「補修・更新」

の４段階に区分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）健全度評価結果 

  本計画時点における評価結果は下図に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  代表的な変状事例 

 

 

 

 

 

 

 

  

「健全度」と「対応の目安」 
（出典：地すべり防止施設の機能保全の手引きＨ29.3） 

アンカー工：頭部キャップ腐食 排水ボーリング：孔内閉塞 

 

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ 

地表水排除工（承排水路等） 地下水排除工（排水ボーリング等） その他（杭等） 

（健全）              （不健全） 
施設分類毎の健全度割合 

36%

28%

28%

8%

76%

15%

7%

2%

29%

22%21%

28%
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４ 長寿命化計画 

（１）優先度の設定 

 診断結果により対策が必要と判断された施設に対しては、施設が果たしている機能・重要

性や地すべりブロックの立地特性等を考慮し、総合的に対策の優先度を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後１０年間の修繕計画 

  診断結果及び優先度の検討結果を踏まえ、本計画時点で算定した今後 10 年間に修繕が必

要となる施設数と概算工事費を下表のとおりである。 

 

   

施設分類 施設数 対策費用(千円) 

地表水排除工(承水路等) 159 9,608 

地下水排除工(排水ボーリング等) 183 13,869 

その他(杭等) 52 8,885 

計 394 32,363 

 

立地特性から設定した優先度設定例 

施設特性から設定した優先度設定例 
（出典：地すべり防止施設の個別施設計画（⻑寿命化計画）策定の手引きＨ29.3） 

優先度の総合評価基準 

今後 10 年間で対策が必要となる施設数と対策費用 

 

 

 

 

 

 

 

人的被害の 
発生する可能性 

無 

安全率の負担 
割合が大きい 

地すべり防止 
機能の喪失や 
著しい低下 

有 

有 

有 

無 

無 

要対策 

優先度１ 

優先度２ 

優先度３ 
優先度４ 

優先度1 優先度2 優先度3 優先度4

優先度1 ① ① ② ③

優先度2 ① ① ② ③

優先度3 ① ② ③ ④

優先度4 ① ④ ④ ④

立
地
特
性

施設に関する指標
当期事業で実施 → 総合評価①、又はその他優先 

事項がある場合 
 
次期事業で実施 → 総合評価②、③ 
 

日常管理 等 → 総合評価④ 

病院・学校等
公共施設
ため池

重要な土地改良施設

複数人家
整備農地

単独人家
農地

耕作放棄地
山林等

・地すべり災害の
 履歴がある
・活動性が高く何度も
 対策を実施

優先度1 優先度1 優先度2 優先度4

・過去に地すべり
 変位が見られた
・隣接ブロックに
 影響する

優先度1 優先度2 優先度3 優先度4

 その他 優先度2 優先度3 優先度3 優先度4

優先度 高 ←   → 非優先

優
先
度
高
←
→
優
先
度
低

保全対象

地すべり特性

-6-



（３）施設の管理方法 

 施設の管理は機能診断により得られた健全度評価結果を踏まえて、日常管理、監視、対策

実施までの管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ストックマネジメントサイクルの構築 

 日常管理、機能診断、機能保全計画の策定、対策工を一連の流れの中で継続的に実施しなが

ら、必要な情報の収集蓄積を行い、効果的かつ効率的な維持管理を行うストックマネジメント

サイクルの構築を進めるとともに、将来にわたって地すべり防止施設に求められる機能を適切

に発揮し続けるための長寿命化対策に向けた取組の充実を図る。 

 

日常管理 

 

対策工施工 

補修 
補強 
更新        データの       機能診断  

蓄積・活用     （調査・詳細調査）  
 
  

監視※ 

 
 
 

  機能保全計画 

 の策定 
 
 

対策の必要がある場合 

当面対策の必要がない場合  
※機能保全計画の精度を高め、適期に対策工事を実施するために継続的に行う施設管理 

 ストックマネジメントのサイクル 
（出典：地すべり防止施設の機能保全の手引きＨ29.3） 

（出典：地すべり防止施設の個別施設計画（⻑寿命化計画）策定の手引きＨ29.3） 
機能診断と対応の流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

機能診断 
（概査） 

健全度評価 

軽微な補修 補修・補強・改修・更新 

監視 対策実施まで管理 

監視 

対 策 

日常管理 

問題なし 
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